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市
の
組
織
の
一
部
が
変
わ
り
ま

し
た
。主
な
変
更
は
次
の
と
お
り
。

□
組
織
の
改
編

�
水
道
局

�
組
織
の
ス
リ
ム
化
、
業
務
の

効
率
化
を
図
る
た
め
、
水
道
部
と
下

水
道
部
を
統
合
。
上
下
水
道
部
を
新

設
し
ま
し
た
。
ま
た
、
水
道
事
業
管

理
者
の
職
名
を「
公
営
企
業
管
理
者
」

に
改
め
ま
し
た
。

�
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
る

た
め
、
工
務
課
・
給
水
課
・
料
金
課

を
水
道
業
務
課
、
水
道
整
備
課
に
再

編
。
水
道
料
金
・
下
水
道
使
用
料
の

支
払
い
や
検
針
、
水
道
使
用
の
開
始
・

中
止
の
届
け
出
、
新
規
の
加
入
工
事

の
申
し
込
み
な
ど
の
窓
口
業
務
を
、

水
道
業
務
課
に
一
元
化
し
ま
し
た
。

�
教
育
委
員
会

�
学
校
指
導
行
政
の
一
元
化
と
効

率
化
を
図
る
た
め
、
学
務
課
と
学
校

指
導
課
を
統
合
し
て
学
校
教
育
課
に
。

学
校
教
育
夢
プ
ラ
ン
や
学
校
選
択
制

の
導
入
な
ど
の
新
た
な
教
育
課
題
に

対
応
す
る
た
め
、
教
育
企
画
係
を
新

設
し
ま
し
た
。

�
中
等
教
育
学
校
の
設
立
準
備
の

た
め
、
中
等
教
育
学
校
設
立
準
備
室

を
設
置
し
ま
し
た
。

�
市
民
部

�
納
税
相
談
業
務
や
大
口
滞
納
の

収
納
強
化
・
促
進
を
図
る
た
め
、
収

納
課
に
特
別
滞
納
整
理
室
を
新
設
し

ま
し
た
。

□
執
務
室
が
変
わ
り
ま
し
た

男
女
共
同
参
画
室
、
国
際
交
流
協

会
、
都
市
整
備
振
興
公
社
、
前
橋
都

市
開
発
お
よ
び
施
設
管
理
公
社
管
理

部
が
職
員
研
修
会
館（
本
町
一
丁
目
）

へ
、
青
少
年
課
が
総
合
教
育
プ
ラ
ザ

へ
移
り
ま
し
た
。

□
電
話
番
号
の
変
更

組
織
の
改
編
と
執
務
室
の
移
動
に

伴
い
、
電
話
番
号
が
右
表
の
と
お
り

変
更
に
な
り
ま
し
た
。

○
…
問
い
合
わ
せ
は
組
織
に
つ
い
て

は
行
政
管
理
課
�
８
９
０
―
６
５
３

７
、
電
話
番
号
に
つ
い
て
は
管
財
課

�
８
９
０
―
６
６
５
２
へ
。

�
税
負
担
の
動
向

土
地
の
固
定
資
産
税
は
、
税
額
が

急
に
上
が
ら
な
い
よ
う
に
、
本
年
度

の
評
価
額
に
対
す
る
前
年
度
課
税
標

準
額
（
税
額
算
出
時
に
税
率
を
掛
け

る
額
）
の
占
め
る
割
合
（
負
担
水
準
）

に
応
じ
て
、
税
負
担
の
調
整
措
置
を

し
て
い
ま
す
。
負
担
感
の
高
い
商
業

地
な
ど
（
非
住
宅
用
地
）
は
、
平
成

十
四
年
度
か
ら
税
負
担
の
上
限
を
七

〇
％
に
引
き
下
げ
。

評
価
替
え
に
併
せ
た
地
方
税
法
改

正
で
も
、
据
え
置
き
措
置
や
住
宅
用

地
に
対
す
る
負
担
調
整
の
枠
組
み
に

つ
い
て
、
今
ま
で
と
同
様
の
措
置
が

講
じ
ら
れ
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
っ
て
、
負
担
水
準
の
低

い
土
地
は
、
な
だ
ら
か
に
負
担
増
を

お
願
い
し
ま
す
が
、
負
担
水
準
の
高

い
土
地
は
税
負
担
の
据
え
置
き
や
引

き
下
げ
を
行
い
、
税
負
担
の
均
衡
化

を
図
り
ま
す
。

�
都
市
計
画
税
の
調
整
措
置

都
市
計
画
税
も
、
急
激
な
税
負
担

の
増
加
を
避
け
る
た
め
、
市
税
条
例

で
税
法
上
の
税
額
か
ら
固
定
資
産
税

と
同
じ
負
担
調
整
率
を
適
用
。
据
え

置
き
や
引
き
下
げ
た
場
合
の
税
額
と

差
額
相
当
額
を
減
額
し
て
き
ま
し
た
。

平
成
十
五
年
度
か
ら
都
市
計
画
税

も
固
定
資
産
税
と
同
様
の
税
負
担
の

引
き
下
げ
や
据
え
置
き
措
置
が
、
法

律
で
定
め
ら
れ
ま
し
た
。
こ
の
負
担

調
整
措
置
で
、
税
負
担
の
均
衡
化
を

図
り
ま
す
。

家
屋
の
評
価
は
、
新
築
家
屋
と
同

じ
建
物
を
そ
の
場
所
に
再
度
建
築
し

た
場
合
に
必
要
な
建
築
費
（
再
建
築

価
格
）
を
求
め
、
こ
れ
に
経
過
年
数

に
よ
る
減
価
な
ど
を
考
慮
し
て
決
定

さ
れ
ま
す
。

昨
年
中
に
新
増
築
し
た
家
屋
は
、

評
価
替
え
に
伴
う
新
し
い
評
価
基
準

が
適
用
さ
れ
ま
す
。
し
か
し
、
建
築

資
材
な
ど
が
四
％
ほ
ど
下
落
し
て
い

る
こ
と
な
ど
か
ら
、
旧
基
準
（
平
成

十
二
年
基
準
）
時
の
新
増
築
家
屋
に

比
べ
、
評
価
額
が
下
が
る
見
込
み
で

す
。
ま
た
、
在
来
分
家
屋
も
同
様
に

算
出
さ
れ
ま
す
の
で
、
評
価
額
が
下

が
る
見
込
み
で
す
。

新
た
な
縦
覧
制
度
と
課
税
台
帳
の

閲
覧
制
度
が
、
四
月
一
日
か
ら
始
ま

り
ま
し
た
。
制
度
の
内
容
に
つ
い
て

は
、
本
紙
２
月
15
日
号
６
�
を
ご
覧

く
だ
さ
い
。

問
い
合
わ
せ
は
資
産
税
課
�

８
９
０
―
６
２
１
６
へ
。

家
屋
の
評
価

建
材
費
下
落
に
合
わ
せ

新
た
な
縦
覧
制
度

始
ま
り
ま
し
た

固定資産課税台帳に登録され
ている価格について、納税者か
らの不服を審査・決定するた
め、固定資産評価審査委員会が
あります。この委員会は市長が
市議会の同意を得て委員を選任
した、中立的な審査機関。審査
の申し出ができる期間は、次の
とおりです。
期間＝納税通知書を受け取った
翌日から60日以内
◯…問い合わせは市民税課�
890-6202へ。

市の組織が変更

一層効率よく

サービスを提供

電　話　番　号

水道業務課

水道整備課

学校教育課

収納課

企画調整課

管理係
給水装置係
給水装置係窓口
業務係
管理係
計画係
工事第一係
工事第二係
工事第三係
維持係
管理保健係

教職員係
指導係
収納管理係
特別滞納整理室
男女共同参画室
男女共同参画室相談室

教育企画係（中等教
育学校設立準備室）

青少年課
国際交流協会
都市整備振興公社
前橋都市開発
施設管理公社管理部

�890-3051
�890-3037
�890-3043
�890-3052
�890-3022
�890-3023
�890-3024
�890-3026
�890-3029
�890-3033
�890-5812

�890-5865

�890-5816
�890-5861
�890-6226
�890-5975
�890-6517
�890-6520
�230-9091
�243-7788
�243-1701
�223-6100
�220-5073

国定資産評価

審査申し出できます


